
51

土 木 学 会 論 文 報 告 集

第322号 ・1982年6月

【論 文】

3次 元 ジョイン ト要素による地盤一構造物系の

非線形震動解析

NON-LINEAR SEISMIC RESPONSE ANALYSIS OF SOIL-STRUCTURE

INTERACTION SYSTEM BY 3-DIMENSIONAL JOINT ELEMENT

土 岐 憲 三*・ 三 浦 房 紀**・ 大 竹 敏 雄***

Ey Kenzo TOKI, Fusanori MIURA and Toshio OTAKE

1. ま え が き

地盤一構造物系の地震時の挙動を調べる際に用い られ

る弾性波動論や, 有 限要素法などで代表される従来の解

析手法は, 構造物 と地盤 との接触面は完全に固着 してい

るという仮定を前提 としたものである. しかしながら, 

このような仮定のもとでは実際に強震時において生じる

可能性の考えられる接触面での滑動現象や剥離現象は表

現し得ず, この接触面における引張 り抵抗や過剰なせん

断抵抗を解析に取 り込むことにな り, 現実の系の応答と

は異なった結果を与えることが考えられる. 

このような観点から著者 らは, Goodmanに よって提

案 された2次 元ジ ョイント要素1)を用いて, 地盤 と構造

物 との接触面での剥離や滑動現象を動的問題に組み込む

解析手法を提示 し, 原子炉建屋や長大橋梁基礎を例にと

り, 強震時におけるこれ ら重量構造物の滑動に対する検

討を試みている2). さらに, 強震時においてはもはや地

盤に線形弾性体 としての挙動を期待できない場合も考え

られること, また上述のような剥離 ・滑動現象の発生す

る場合には構造物周辺地盤の降伏破壊もこれに伴って生

じることが 考えられることから, 地盤を弾性一完全塑性

体と仮定するこ とに よって地盤に材料非線形性を導入

し, これと剥離, 滑動 という構造非線形性の両非線形性

を有する系の震動解析を行い, 構造物の動的安定性に関

しての一連の検討を試みている3). 

しか しながら, 実際の強震時に滑動や剥離 といった現

象が問題 となる構造物は3次 元問題 として取 り扱 うべき

ものが多 く, 問題によっては, その幾何学的形状等から

2次 元問題 として取 り扱 うためのモデル化が困難な場合

もある. た とえば, 根入れされた基礎などの加振方向に

平行な面における摩擦抵抗の評価 な どが これに該当す

る. さらに, 3次 元解析を行うことによって, 3次 元構造

物を2次 元モデルに置き換 えて取り扱 うことの妥当性, 

あるいはその限界について調べておくことはきわめて重

要なことである. 

そこで, 本研究ではその第一歩 として, Goodmanに

よって提案された2次 元ジョイ ント要素を3次 元ジョイ

ン ト要素に拡張 し, これを地盤 と構造物 との接触面に配

して3次 元問題としての地盤一構造物問の剥離や滑動現

象を考慮に入れた動的解析手法を提案し, その妥当性に

ついて検討を加えた. さらに, 本 論文の後半で比較的簡

単な地盤一構造物系のモデルを用いて構造物の滑動に対

する安全性の評価にっいて検討を加え, 最 後に2次 元モ

デルとの比較を行 う. 

2. 3次 元 ジ ョイン ト要素

Fig. 1に, 本研究で提案する3次 元ジョイント要素

を示す. この3次 元ジョイン ト要素は節点1～4, お よ

び, 5～8か らなる2枚 の長方形(短 辺1, 長 辺m)か ら

構成される. この章ではまず3次 元ジョイント要素の剛

性マ トリックスについて述べるが, その詳しい誘導過程

は文献4)に 譲 ることにして, ここでは基本的な考え方

および結果について述べるにとどめる. 

Fig. 1 3-dimensional joint element.
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(1) ジ ョイン ト要素の変形モー ド

局所座標系を(r, s, t)と し, その方向への変位を(u,

τ, w)と す る. また, ジ ョイント面の運動はFig. 2に

示 す6つ の基本変形モー ドの組合せにより表現できる. 

モー ド1, 2は 滑動を, モー ド3は ジョイ ント面の剥離

あるいは接触状態を, モー ド4～6は 回転を表わすもの

である. これらのモー ドを節点変位を用いて, 次式のよ

うにジ ョイント要素の図心における相対変位, および回

転角として定義する.

u0={(u5+u6+u7+u8)-(u1+u2+u3+u4)}/4

vo={(v5+v6+v7+v8)-(v1+v2+v3+v4)}/4

w0={(w5+w6+w7+zv8)
-(w 1+w2+w3+w4)}/4

cr{(w5-w6-w7+w8)
-(w1-w2-w3+w4)}/2m

&={(-w5-w6+w7+w8)
-(-w1-w2+w3+w4)}/2Z

ct=(-u1+112+u3-u4+u5-u6-u7+1.18)/4m
+(-v1-v2+v3+v4+v5+v6-v7-v8)/41

(1)

上式 をマ トリックス表示すると次式となる. 

{Eo}j-CLoIlJ{u}j (2)

こ こに, {ε0}J={u0v0w0φ0φ0φt}T (3)

{u}J={u1viw1u8v8ws}T (4)

(2) ジョイント要素の応力

モー ド1～3に 対応する, rお よびs方 向のせん断応

 

カを σr, σsと し, t方 向の垂直応力を の とする. これ

らの応力を全せん断力および全垂直力の単位面積当たり

の値 として, 次式で定義する.

Qr={Fr, 5+Fr, s+Fr, 7+Fr, s}/lm

QS={Fs, 5+Fs, s+Fs, 7+Fs, s}/lm

at={Ft, s+Ft, s+Ft, 7+Ft, s}/lna
(5)

ここに, Fi, jは 節点jのi方 向への節点力である. 

次 に, 回転 モー ドであるモー ド4～6に 対 してモーメ

ントMr, Ms, Mt を次式で定義する.

Mr=2{(Ft,s+Ft,s)-(Ft,6+Ft,7)

MS=2{(Ft,7+Ft,8)-(Ft,s+Ft,s)}

Mt=2{(Fr,s+Fr,s)-(Fr,s+Fr,i)}

+{CFs,s+Fs,s)-CFS,7+Fs,s)}

(6)

こ こで, 式(5), (6)お よびFi,1=-Fi,5, Fi,1=-

Fi,6, Fi,3d=rFi,7, Fi,4=4Fi,8(i=r, 5, t)な る関 係 を

用 い れ ば, 節 点 カ ベ ク トル{F}Jを 応 力 ベ ク トル{σ}J

に よ り次 式 の よ うに 表 わ す こ とが で き る.

{F}j=[B]J{Q}j (7)

ここに,

{F}J={Fr,1F3,1Ft,1.... Fr, s F3, 8 Ft, 8}T

(8)

{Q}J={Qr a3 Qt Mr MS Mt}T (9)

(3) 応カー変形モー ドの関係

上述した ジョイント要素の応力{σ}Jと 変形 モー ド

{ε0}Jの関係を次式で表わす.

{Q}j=[D]J{ea}j (10)

こ こに,

CDRJ=vkt..kdr... (11)

ここで, 回転に対応する剛性kφr, kφs, kφtは, ジ ョ

イント要素の変形モー ドをFig. 2の よ うに仮定してい

ることから, kr, ks, ktの 関数 として次式で与えられ

る. 

(12)

なお, この関係式を導 く際に, ジ ョイン ト面を構成す

る4節 点は変形後も同一平面上にあるという仮定を用いFig. 2 Deformation modes of the joint element.
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ている. このような仮定の妥当性については後にも検討

するが, ジ ョイント要素を剛性の高い構造物底面 と地盤

との接触面などに配置する場合には現実性 を失 うもので

はないと考えてよい. 

(4)ジ ョイン ト要素の剛性マ トリックス

式(2), (7), (10)よ り節点力 と節点変位の関係は次

式で表わせる. 

{F}=[B]j[D]j[Lo]J{u}J (13)

こ こで, 節点力 と節点変位 とを関係づけるのが剛性マ ト

リックスであるから, 上式より3次 元ジョイント要素の

剛性マ トリックス[K]Jは 次式で与えられる. 

[K]1=[B]j[vl J[Lol J. (14)

[[Ej ]-CE7j
-CEL CE7j (15)

こ こ に,

(16)

(17)

(5) ジョイン ト要素の構成関係

Fig. 3に 本研究で用いるジョイン ト要素の構成関係

を示す. 図(a)は ジ ョイント面に垂直な方向, (b)は 面

に平行なせん断方向に関するものである. 垂 直方向に関

しては,引 張力が作用する場合には剥離 し, 圧縮力が作

用する場合にはばね係数 馬 を介 して構成関係が線形関

係にあるものとする.ま た,せ ん断方向に関しては,せ

ん断応力が降伏応力 τyに到達すると滑動を生 じ, それ

以下の応力状態においては線形関係にあるものとする.

ここで,せ ん断降伏応力 τyはMohr-Coulombの 降伏

条件を仮定 して次式で与えられるものとする.

τy=CB-σt tan φJ w0≦0 (接 角虫)

τy=0 ω0>0(剥 離)
(18)

ここに, CBは 付着力, φBは 摩擦角である.

3次 元ジョイント要素のせん断変形は, Fig. 2か ら

もわかるように, r, s方 向の2成 分を有する. したがっ

てせん断応力のベクトル和 τは次式で与えられる.

τ=σr2+σs2 (19)

す なわち, 式(19)で 与 えられるせん断応力が式(18)で

与えられる降伏応力に達すれば, ジョイント面に滑動が

発生するものと考える.
一方, ばね係数kr, ks, ktは 地盤と構造物との接触

面における, せん断および圧縮方向の相対運動のうち,

弾性的挙動に関与する係数であるが, 現実にはこの面上

において弾性的挙動は生じ得ず, その意味においてばね

係数は無限大とすることが望ましい. しかしながら極端

に大きな値とすると数値解析上の桁落ちが生じたり, 収

Fig. 3 Constitutive relationship of the 

joint element.

(a) Normal component

(b) Tangential component
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東条件を満足することが 困難 となり5), 適 当な有限な値

を用いざるを得ない. したがって次章において, ばね係

数が系の応答に及ぼす影響に関する検討を行い, その結

果得 られた適当な大きさのばね係数をそれ以後の数値解

析に用いる.

(6) 数値計算法

本研究では 荷重伝達法 により非線形振動解析を行 う

が, その解析手順は前報2), 3)に 詳 しく, ジ ョイ ント

面に発生している応力を等価な節点力に置換さえすれば

3次 元問題 も2次 元問題 と同様に扱えるので, ここでは

等価な節点力を求めるまでの手順を述べるに止め, 以後

の手順については前報に譲る. 

ジ ョイン ト要素の垂直応力は, 式(5)で 定義したよう

に, ジ ョイント要素の中心点における平均値として与え

られるが, 式(6)で 定義されるモーメントの寄与がある

ためジョイント面上で一様ではない. そこで, ここでは

ジ ョイント面 をr, 5方 向の2本 の中心線で4分 割 し, 

この1/4の 面積 ごとに応力状態を評価 して滑動および剥

離現象に対する検討を行っている. 具体的には以下の手

順による.

i) 時刻t=tjに お ける運動方程式を解 くことによ

り変位場が求まる. このときジョイント要素の節点変位

ベクトルを{u}Jj=({u1v1w1…u1v1w8}Jj)Tと す る. 

ii)こ の ときの ジ ョイント要素に生 じている モーメ

ントをも考慮に入れた応力状態に等価な節点力ベク トル

{F}Jjは ジ ョイント要素の剛性マ トリックス[K]Jを

用 いて次式で与えられる. 

{F}Jj=[K]J{u}jj (20)

iii)こ こで, 与 えられた構成関係が 満足されている

か否かを応力を用いるかわ りに上式で与えられる節点力

を用いて以下のごとく判定し, 調整外力を求める. 

a)滑 動 に対 して;

Ft, kI>4CJ+Fr, k2+ FS, k2 tan1

(k=5-8) (21)

上式 が満足される場合は節点kを 含む1/4の 区域に滑

動が生 じていることを意味する. このとき, 左辺から右

辺を引いた力が調整外力である. 

b)剥 離 に対して;

Ft,k>O(k=5-8) (22)

上式 が満足される場合は節点kを 含む1/4の 区域で剥

離が生じていることを意味し, Ft, kが そ の まま調整外

力となる. また, Fi,1=-Fi,5, Fi, 2d=rFi, 6, Fi,3=-

Fi7, Fi, 4=-Fi,8(i=r, 5, t)な る関係を用いて残 りの

調整外力を求める. このようにして求めた調整外力を運

動方程式の外力項に加え, i)か らの手順を構成関係が満

足されるまで繰 り返す. なお, 荷重伝達法によれば, 他

の非線形振動解析法に比べ, 計算時間が大幅に短縮でき

ることが確かめられている6). 

3. 滑 動 ・剥 離現象を伴 う系の基本 的な振 動

性状

(1)解 析 モデル

解析に用いる3次 元の地盤一構造物系のモデルをFig.

4に 示す. これ は一様な表層地盤上に一辺10mの コン

クリー ト構造物が載っている場合を想定 したもので あ

り, このモデル の諸元をTahle 1に 示す. Fig. 5, 6

は この地盤一構造物系の有限要素網である. 以後, 前者

Fig. 4 General view of soil-structure system. 

Fig. 5 Finite element mesh of Model 1. 

Fig. 6 Finite element mesh of Model 2. 
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をModel 1と よぶことにし, 本章におけるジョイント

要素に付与すべきばね係数の大きさについての検討, お

よびジョイント要素を含む系の基本的な振動性状を調べ

る際に用いる. また, 後者 をModel 2と よび, 次章で

このモデルを用いて地震応答解析を行い, 滑動に対する

安全性に関して詳しく検討 を行 う. 

ここで, 本研 究で提案 した3次 元ジ ョイント要素は, 

上述したように変形後 もジ ョイント面を構成する4節 点

が同一平面上にあるという仮定のもとに導かれたもので

あるから, 一般にはこの仮定に妥当性をもたせるために

は一つのジ ョイント要素で受けもつ面積を小さくするた

めに接触面上の要素網を細かくすること, あるいは変形

に適当な拘束条件を設けることな どの工夫が必要であ

る. しかしながら, この研究におけるように剛性の高い

構造物の底面と地盤との接触面に適:用する場合には, 現

実性を失うものではないと考えられる. 

一方, 3次 元解析では2次 元解析 と比較 して, 同一要

素数に対 して自由度はきわめて多 くなる. したがって, 

このような理由から本研究に おける解析では, モデル

の中心を通 り, X-Z面 に平行な面(Fig. 5, 6中 の斜

線 を施 した面)に 関して, Xお よびZ方 向には対称変

形だけ, y方 向には逆対称変形だけを仮定した. これに

より, モデル全体について解析する場合の半分の自由度

で解析が可能 となる. このようなモデル化は, ここで扱

っているような, X, Z方 向の入力に対 しては実際の地

震時の挙動に対 しても容認 し得るものと考えてよい. な

お, 地盤および構造物は線形弾性体 と仮定 し, 8節 点の

アイソパラメ トリック要素7)を 用 いて モデル化 してい

る. 

(2)初 期 応 カ

ー般の動的解析においては, 静的なつり合い状態から

の変動を問題 とすればよいから, 重力に起因する静的な

応力を考慮する必要はない. しかしながら, 接触面にお

ける滑動や剥離などの現象を考える際には, 接触面上で

の重力に起因するところの応力を算定 しておき, これを

初期応力 として, この応力状態から外乱を受け動的な応

力を生ぜしめるという手順を踏まなければならない. 

各要素内の初期応力ベクトル{σ0}は, 地盤 および構

造物の自重を次式により等価な節点外力{f。}に 換算し

て静的問題として解 くことにより求まる8). 

{fo}=-Ln[N]T{p}dV (23)

ここに, {p}={0-ρg}T; ρ は密度, gは 重力の加

速度である. また[N]は 変位関数マ トリックスである. 

このようにして算出したModel 1の 初期応力は構造

物底面において一様 で あ って垂直応力 σt=23.5tf/m2

(230. 3kN/m2), せ ん断応力 σr=σs=Otf/m2で ある. 

(3)ジ ョイント要素のばね係数に関する検討

入力 として, 地盤の1次 固有振動数である7.5Hzの

振動数をもち, 振幅が100galの 正弦波をX方 向に入

力 して, 応答量に与えるジョイン ト要素のばね係数の大

きさの影響 を調 べ る. ジ ョイント要素のばね係数Kr,

ks, Ktは すべて等 しいものとし, 5.0×104(4.9×105),

2.0×105(1.96×106), 1.0×106tf/m3(9.8×106kN/m3)

の3通 りの値を仮定して検討を行った. 

Model 1の 構造物底面の隅角部における節点Aの 変

位応答を:Fig. 7に 示 す. (a)は 水平方向, (b)は 上下

方向である. 同図にはジョイント要素を用いていない線

形モデルの応答もあわせて実線にて示してある. この解

Table 1 Material properties of the model.

Fig. 7 Influence of the magnitude of spring 

constants on the response. 

(a) Horizontal displacement

LINEAR 
---0.5x105t f/m3
---2.0x105t f/m3

(b) Vertical displacement

LINEAR
---0.5x105tf/m3
---2.0x105tf/m3
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析例では, 滑動 ・剥離のいずれの現象も生じておらず, 

したがって実線との差がジョイント面での弾性的な変形

量である. ジ ョイント要素のばね係数が小 さい場合に

は, このジョイント面での弾性変形量が系全体の応答量

に対して無視できなくなるという不都合な現象が生 じる

が, ばね係数が5.0×104tf/m3(4.9×105kN/m3)の 場

合にはこの傾向がうかがえる. しかし, ばね係数が2.0

×105tf/m3(1.96×106kN/m3)以 上 となるとこの弾性変

形量は無視できる程度になることがわかる. 

一 方, ばね係数を大きくすると, 時 間領域で応答計算

を行 う際の時間刻み Δtを小さくとらねばならず, 前述

の3通 りのばね係数の値に対 してそれぞれ Δtを0.002, 

0.001, 0.0005秒 とする必要があった. 以上より精度お

よびCPUの 経済性を勘案 し, 本研究においてはばね係

数 を2. 0×105tf/m3(1.96×106kN/m3)と して解析を行

うこととした. Table 2に 各場合における精度および

必要な時間刻み Δtを まとめて示す. 

(4)ジ ョイント面における滑動現象

ジョイント要素 の付着力CJ=3. 4tf/m2(33. 32kN/

m2), 摩擦角 φJ=30° として, Model 1に 振動数4Hz, 

振幅100galの 正弦波をX方 向に入力した際の節点A

における応答をFig. 8に 示 す. (a)は 水平加速度応

答, (b)は 水平変位応答である. 入 力の包絡線は時間に

線形比例してその振幅を増加 し, 1.0秒 後 に所定の振幅

に達するようにしてある. この例の場合には, 定常状態

になる前の約0.95秒 で滑動が生 じ, このときの加速度

には鋭いピークが生 じている. 一方変位記録にはこのよ

うな鋭いヒークは生 じていない. 

Fig. 9は 地盤と構造物の問の ジョイント面での相対

変位 と応力の履歴曲線である. 図にはあわせて各折れ曲

り点の時刻が記 してある. 1. 1秒 を経過するころから定

常状態 となり, それ以後は一番外側のループを描いてい

る. この図より, ジ ョイント面で仮定 した構成関係が満

足 されていることがわかる. なお, 式(19)の 定義によ

ればジ ョイント要素のせん断応力は正値しか取 り得ない

が, こ こでは特に変形の方向を考慮に入れて, 構造物が

地盤に対 して相対的にXの 正の方向に変形している場

合を正, その逆の揚合を負 として図示 している. 

(5)ジ ョイン ト面における剥離現象

次に, 滑動現象の発生を抑えて剥離現象を生 じさせる

ために, 加速度振幅 を600gal, 付着力 を10tf/m2(98

kN/m2)と してModel 1を 加振した. 振動数は4Hz, 

摩擦角は30° で ある. Fig. 10に 構造物に対して点A

と反対側にある点Cの 応答を示す. (a)は 水平加速度応

答, (b)は 鉛直加速度応答, (c)は 水平変位応答である. 

地盤 と構造物との間に最初に剥離現象が発現するのは

1.05秒 であり, 以後周期的に剥離現象が認められる. こ

の瞬間に加速度応答に鋭いピークが生じている. このよ

うに, 滑動あるいは剥離現象が発現すると急激に系の動

的均衡に変化が生じるため, 加速度応答に鋭いピークが

Table 2 Relationships between time interval, 
accuracy and magnitude of spring 

constants of the joint element. 

Fig. 8 Examples of response curves when sliding 

occures due to sinusoidal excitation (Model 

1, 4 Hz, 100 gal). 

(a) Horizontal acceleration at point A

(b) Horizontal displacement at point A

Fig. 9 Hysteresis loop for shear direction on the 

contact surface.
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生 じる. しかし, この変化は変位応答に現われるほどの

ものではない. この傾向はすでに著者ら9)が2次 元問題

において言及 しているものと同様のものである. 

Fig. 11に, 点Cに おけるジョイン ト面に対して垂直

な方向への地盤と構造物 との相対変位および応力の履歴

曲線を示す. この方向へも仮定 した構成関係が満足され

ていることが確かめられる. 

4. 構 造 物の滑動に対す る安全性の検討

(1) Model 2の 初期応力

Fig. 12はModel 2の 構造物と地盤との接触面の平

面図であり, 節点を黒丸で, ジ ョイント要素の境界を実

線で示してある. また, 2. (6)で 述べたようにジョイン

ト要素を4分 割して応力を評価するが, その境界を破線

で示し, おのおのの区域をP-1～Q-6と よぶ ことにす

る. 

Fig. 13にModel 2の 構造物底面における初期応力

の分布を示す. (a)は 垂直応力, (b)は せん断応力であ

り, 矢印の大きさが応力のそれに比例している. 

(2)滑 動に対する構造物全体の安全率と局所的な安

全率

滑動に対する安全性は, せん断応力 τに対する降伏せ

Fig. 10 Examples of response curves when separation 

 occures due to sinusoidal excatation (Model 1, 
 4 Hz, 600 gal). 

(a) Horizontal acceleration at point C

(b) Vertical acceleration at point C

(c) Horizontal displacement at point C

Fig. 11 Hysteresis curve for normal direction 

 at the contact surface. 

Fig. 12 Subdivision of the contact surface. 

Fig. 13 Initial stresses on the contact surface 

 due to gravity force. 

(a) Normal stress

(b) Shear stress
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ん断応力 τy/の比 τy/τによって評 価することが可能で

あると考え, 著者 らはこの比を滑動安全係数 とよび, こ

れを用いて構造物の滑動に対する安全性に関して検討を

行っている. まず, ジ ョイント要素を4等 分 した各区域

の τ夕/τの時刻歴のうちの最小値をもってこの区域の滑

動に対する安全率とする. そ して, すべての区域に対す

るこの値の最小値をもって局所的な安全率(Local Safe-

ty Factor, 以下においてはLS. F. と略記する)と 定義

する. 

次 に構造物全体の滑動に対する安全率(Total Safety

Factor, T. S. F. と以下において略記)は, せ ん断応力を

せん断力に変換して次式で定義する. 

(24)

ここに, τyi, τiはそれぞれ区域iに おける降伏せん

断応力およびせん断応力, Aiは その面積である. また, 

minは 応答時間中の最小値 を意味する. 

(3)正 弦波入力時の滑動に対する検討

Fig. 14は, CJ=10tf/m2(98kN/m2), φJ=30° とし, 

X軸 方 向に振動数4Hz, 振 幅300ga1の 正弦波を入力

した場合のFig. 12に 示すP-1, P-2, P-3に 発生する

せん断応力 τと降伏せん断応力 τyの時刻歴を示したも

のである. 剥離現象の生じた時刻(約1.2秒)に は応力

は伝達されないため τ と τyは いずれも0と なってい

る. また τと τyと が等 しくなったときには滑動が生じ

ている. 

P-1, P-2と も応答開始後の初期の段階 では, せ ん断

応力は同位相で変動 しているが, 1. 2秒 でP-1に 剥離が

生 じ, このためその後の応力状態はまったく異なったも

のとなっている. す なわち, P-1で 剥離が生 じた瞬間, 

それまで存在 していたせん断応力がこの平面で消失 し, 

その分だけ隣接する区域のせん断応力が増大 し, その結

果P-2で 滑動が生じるという現象 がみられる. このよ

うに, 構造物の両側では交互に剥離 と局所的な滑動が生

じて動的に不安定な状態にあるが, 一方構造物の中央付

近であるP-3で は 滑動安全係数は終始3以 上あり, 構

造物の底面全域にわたって同時に滑動安全係数が1と な

ることはなく, 構造物全体の滑動は生 じていない. 

(4) 地震波動入力時の滑動に対する検討

入力地震動は水平成分 と上下成分を同時に入力するこ

ととし, ここでは次の3組6成 分の加速度記録 を用 い

る. 

(i) El Centro (1940)のNS, UD成 分 (lmperial

Valley地 震). 

(ii) Jet Propulsion Laboratory (J. P. L., 1971) の

S82E, UD成 分 (San Fernando地 震). 

(iii) 八戸(1968)のEw, UD成 分(1968年 十勝

沖地震).

これら6成 分の最大加速度 および卓越振動数をTable

3に 示す. 応答 計算は10秒 間にわたって行 う. 

a) 局所的な滑動に対する検討

Fig. 15は, 上述3組 の加速度記録入力時に, 滑動を

生 じた領域を斜線 を施 して示 したものである. (a)はEl

Centro, (b)はJ. P. L., (c)は 八戸記録に対するもので

ある. これらの図を概観すれば, まず入力 レベルの最 も

高いElCentro波 形 を入力 した際の滑動領域が最 も広

くなっているのは当然として, 長 周期成分の卓越する八

戸の記録による滑動領域の方が, む しろ入力 レベルの高

いJ. P. L. のそれより広 くなっている. これは両加速度

記録の周波数特性によるものと考えられ, すでに著者 ら

が2次 元モデルを用いて, 構造物の滑動は長周期成分の

卓越する入力に対してより生じやすいと指摘している結

Fig. 14 Shear and yield stresses at subdivisions 

P-1, P-2, P-3. 

(a) P-1

(b) P-2

(c) P-3

Table 3 Maximum acceleration and predominant

frequency of exciting accelerograms.
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果10)と一致するものである. 

次 に, 滑動 の最も生 じやすいのは構造物底面の縁より

少 し内側であり, それがしだいに外縁に向かって広がっ

ていく様子がうかがえる. これはWolfの 研究11)におい

ても認められる現象である. これは初期応力状態に大き

く依存 し, Flig. 13(a)か らもわかるように, P-2, P-5

で の垂直応力がその外側周辺に比べ小さく, しかもせん

断応力はそれ らと等しいことによるもので あ る. そ こ

で, Fig. 16にEICentro波 形入力時のP-1, P-2, Q-

1の τy/τの時刻歴を(a), (b), (c)の 順に示す. 図に

は τy/τ=1の 線 が描いてあり, τy/τの 曲線が これに接

するとその時刻に滑動が生じていることを意味する. す

なわち, P-1で は2度, Q-1で は1度 だけ, P-2で は

i数度滑動 していることになる. この図をみても明らかな

ように, 区域P-2は 初期の段階からきわめて滑動の生

じやすい応力状態にあったことが わか る. なお, 図 は

τy/τ>8に ついてはこれを8と して図示 している. 

h)構 造物全体の滑動に対する安全性の検討

Table 4に 上記3組 の加速度入力時のT. S. F. お よ

び静的に求めた構造物全体の滑動に対する安全率(Static

Safety Factor, 以 下においてS. S. F. と略記する)を 示

す. ここに, S. S. F. は構造物の重心に加速度αを静的に

作用させることによって, 次式で定義される安全率であ

る. 

(25)

ここに, Wは 構造物の重量, Aは その底面積である. 

また, α はジ ョイント要素を用いない通常の線形モデル

の応答解析から求まる構造物重心での最大応答加速度で

ある. 

Table 4よ り明らかなように, いずれの地震波入力

時においても, 動的に求めた安全率は静的に求めたそれ

に比べて2倍 程度大きな値 となっている. 

次 にModel 2を 対称面(Fig. 6に 斜線で示した面)

によって切断 したときにできる断面形状 と同一の形状を

もつ2次 元モデルを想定する. この2次 元モデルを用い

て上述の3組 の加速度記録を入力した際のT. S. F. お よ

びS. S. F. を示 したの がTable 5で あ る. ここで, 

Model 2Dは 材料定数 をMode12と 同一としたもの, 

Mode1 2DMは1次 の固有振動数をModel 2の それと

Fig. 15 Subdivisions where sliding occured. 

(a) El Centro accelerograms

(b) J. P. L. accelerograms

(c) Hachinohe accelerograms

Fig. 16 Safety factors against sliding on each 

 subdivision. 

(a) P-1

(b) P-2

(c) Q-1

Table 4 Comparison of safety factors against sliding 

 between static and dynamic analyses; Model 
 2 (f1=6. 46Hz). 

Table 5 Comparison of safety factors against 

 sliding between static and dynamic 

 analyses of 2-dimensional models ; 

 Model 2 D, Model 2 DM. 
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合わせるために構造物 と地盤の剛性を同じ割合で高めた

ものである. 

まず, 2次 元 モ デ ル(Table 5)と3次 元 モ デ ル

(Table 4)のS. S. F. を 比較すると, 同 じEl Centro

地震波形入力に対 して 固有振動数:の異なるModel 2D

は異なった値 となっているが, Model 2DMはModel

2と ほ とんど同じ値である. また, J. P. L. 地 震波形入

力時にもModel 2DMとModel2 はほ とんど同じで

あり, 八戸の記録に対してもそう大きな差異はなく, 概

してS. S. F. に関 しては2次 元モデルと3次 元モデルと

の間には比較的よい一致がみられる. 

一方, 動的な安全率であるT.S. F. に関 しては3次 元

モデルに対して得られたT. S. F. の方がいずれの地震波

形に対しても2次 元モデルに対して得られた値の2倍 以

上となっている. すなわち, これらの結果は, 静的に, 

あるいは動的であっても2次 元モデルに置き換えたモデ

ルを用いて地震時の滑動に対 して安全性を確保するよう

に設計された3次 元構造物は設計荷重以上の地震荷重を

受けてもなお滑動に対して安全性を有することを示唆す

るものである. 

ところで, 本研究では地盤をすべて線形弾性体と仮定

して解析を行っているが, ここで対象としているような

強震時においては地盤は非線形挙動 を呈すことが考えら

れる. すでに著者らは2次 元問題において地盤の材料非

線形性を考慮に入れて構造物の滑動に対する安全性の検

討を行って, 地盤の非線形挙動が系の応答の低下をもた

らし, ひいては構造物の滑動に対する安全性の増加が期

待できることを示したが, 滑動に対 して合理的な検討を

行 うためには, 今後3次 元問題に地盤の非線形性を導入

してい く必要があろう. 

なお, ここに示した解析手法によれば構造物の地盤か

らの浮き上が り, 転 倒に対する検討 も可能であるが, こ

こで用いた3組 の地震波入力に対 しては構造物の地盤か

らの浮き上が り現象はみられなかった. 

5. 結 論

本研究は, 3次 元的な広がりをもつ地盤一構造物系の接

触面における剥離や滑動現象を動的解析に組み込むため

に, Goodmanに よって提案 されている2次 元ジョイン

ト要素を3次 元へ拡張 し, さ らにこれを用いて地震外力

を受ける際の構造物の滑動に対する安全性に対 して検討

を行ったものである. 本研究によって得 られた成果を列

挙すれば以下のようである. 

(1)3次 元 ジョイント要素を新たに開発 し, これを

用いることによって地盤と構造物 との間の動的な剥離や

滑動現象の3次 元問題に対する解析手法を提案 した. 解

析例により得 られた結果は実際に生 じるであろう現象を

説明し得るものであり, ここで提案 した手法の妥当性が

確かめられた. 

(2)3次 元ジ ョイント要素を用いることにより, 構

造物 と地盤 との接触面における応力状態の把握が可能 と

なり, 剥離や局所的な滑動現象が生 じた際の応力の再配

分の様子に対する詳 しい検討の可能性が示 された. 

(3)3種 類 の地震波を用いて構造物全体の滑動に対

する安全性の検討を行った結果, いずれの場合において

も静的に地震外力を作用させた場合の安全率は動的な安

全率に比較 して小 さな値 となり, 滑動に対 して過度な安

全率を要求する可能性のあるこ とがわ かった. すなわ

ち, 通 常の設計に際しては, 滑動に対する検討は静的な

外力に対 して行われることが多く, このような場合, 本

研究の結果によれば, 地震時には構造物は滑動に対 して

もっと安全側にある可能性の高いことが示 された. 

(4)2次 元モデルを用いて得 られた滑動に対する安

全率 との比較を行った結果, 静的に求めた場合には2次

元モデル, 3次 元 モデルともほぼ同じ安全率であった. 

しかし, 動 的に求めた安全率は3種 類の地震入力のいず

れの場合にも3次 元モデルによる安全率が2次 元モデル

に対 して得 られた安全率 より大きいという結果が得 られ

た. 

以上 より, 構造物の基礎に対 して従来から行われてい

る転倒や滑動に対する安全性の検討は動的な地震力の作

用下における挙動を考慮 した安全性よりは過大なものを

要求 していることがわかる. 設計の便のためには従来か

ら行われる静的な方法が望ましいが, その場合に設定す

る安全率が動的状態においてどれだけの値に相当するか

を把握 しておくことは設計の合理化に有効であるのみな

らず, 安全性の確保の観点からもきわ めて重要である

が, かかる目的のためには本研究で示した手法が効果的

であるとともに有益な資料を提供するものと思われる. 

一方, 今後解決すべき問題点 としては, ここで提案し

たジ ョイント要素は変形後もその要素を構成する4節 点

が同一平面上にあるという仮定があり, 今後この仮定を

必要 としないジョイン ト要素に改良する必要がある. ま

た, 一度剥離あるいは滑動した後の接触面の状態はそれ

以前 と異なることが予想されるが, 本研究ではその影響

は考慮されていない. したがってこの点を実験等で明 ら

かにし, ジ ョイン ト要素の構成関係にこれを導入するこ

とがより現実に即 したモデル化を行 うためには必要であ

る. また, 本研究は提案した3次 元ジョイン ト要素の適

用性に主眼を置いているため, 比較的粗い要素網のモデ

ルを用い, また地盤を線形弾性体 と仮定しているが, 今

後はもっと詳細なモデルを用い, さ らには地盤に非線形

性 を導入 し, 地盤の降伏をも含めて構造物の地盤に対す
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る滑動 ・剥離あるいは転倒に対する検討 を行う必要があ

る.

なお, 数値 計算は 京都大学大型計算機 センターFA-

COMM-200シ ス テムによった. 
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